
5 2・12・1 各種申し込みは、開庁時間または各施設開館時間内にお願いします。

凡　例  日時　 場所　 内容　 講師　 対象　 定員　 費用　 持ち物　 申し込み　 問い合わせ　 その他　 ホームページ　 Ｅメール時 所 内 講 対 定 ￥ 持 申 問 他 HP 糸

歳入決算総額
470億2,545万9千円
（△0.8％）

市民１人当たりの額
384,490円

市　税
218億6,772万2千円
46.5%（1.9%）
178,795円国庫支出金

79億5,954万5千円
16.9%（△3.5%）
65,079円

都支出金
73億87万9千円
15.5%（3.6%）
59,694円

分担金及び負担金
4億8,821万1千円
1.0%（△11.7%）
3,992円

繰入金
18億8,119万4千円
4.0%（17.8%）
15,381円

使用料及び手数料
8億5,385万4千円
1.8%（1.3%）
6,981円

その他
12億5,673万1千円
2.7%（29.2%）
10,275円

地方交付税
3,206万7千円
0.1%（△18.1%）

262円
市　債

13億4,220万円
2.9%（△29.9%）
10,974円

地方特例交付金
3億257万1千円
0.6%（244.7%）
2,474円

繰越金
18億1,450万4千円
3.9%（△31.2%）
14,836円

地方消費税交付金
19億2,598万1千円
4.1%（△4.3%）
15,747円

歳入歳出決算額
％は、歳入歳出決算総額に対する比率
（　）内は、前年度に対する増減率
市民１人当たりの額
人口122,306人（令和2年1月1日現在）

民生費
219億5,661万6千円
49.0％（6.3％）
179,522円

教育費
34億8,955万5千円
7.8％（8.5％）
28,531円

総務費
56億9,279万2千円
12.7％（△2.6％）
46,546円

土木費
45億7,609万9千円
10.2％（△35.6％）
37,415円

衛生費
44億508万3千円
9.8％（5.6％）
36,017円

公債費
23億7,512万5千円
5.3％（△5.1％）
19,420円

消防費
14億8,752万2千円
3.4％（0.2％）
12,162円

その他
8億468万5千円
1.8％（30.6％）
6,579円

扶助費
127億7,775万5千円
28.5％（10.0％）
104,474円

投資的経費
46億4,201万7千円
10.4％（△29.0％）
37,954円

物件費
71億8,449万8千円
16.1％（8.2％）
58,742円

人件費
61億941万円
13.6％（△0.9％）
49,952円

補助費等
55億8,713万8千円
12.5％（△0.7％）
45,682円

公債費
23億7,512万5千円
5.3％（△5.1％）
19,420円

繰出金
38億4,829万8千円
8.6％（5.3％）
31,465円

その他
22億3,605万9千円
5.0％（△20.7％）
18,281円

歳　入

歳　出

[図A］ 一般会計決算状況

目的別

歳出決算総額
447億8,747万7千円
（△1.8％）

市民１人当たりの額
366,192円

※国で定めた基準（普通会計）で算出しているため、一般会計決算額とは異なります
性質別（普通会計）：地方財政状況調査による

歳出決算総額
447億6,030万円
（△1.8％）

市民１人当たりの額
365,970円

（％）
多摩26市
平均 
92.1％

  （95.1%）

多摩類似団体
平均
93.0％

  （95.6%）
70.0
75.0
80.0
85.0
90.0
95.0
100.0
105.0
110.0
115.0

多摩市東久留米市国分寺市東村山市昭島市青梅市武蔵野市小金井市

［図Ｂ］経常収支比率（多摩類似団体との比較）

※■ の（　）内は減収補てん債（特例分）および臨時財政対策債を経常一般財源等に加えない場合

（95.6）（95.6）95.695.6

（84.3）（84.3）84.384.3

（108.5）（108.5）

100.2100.2
（95.8）（95.8）93.993.9

（104.2）（104.2）

96.896.8 （94.5）（94.5）94.594.5
（100.4）（100.4）
93.793.7 （90.6）（90.6）90.690.6

　

市
で
は
、
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
か

な
ど
、
財
政
に
関
す
る
事
項
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め
、
定
期
的

（
年
２
回
）
に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
お
知
ら
せ
す
る
の
は
、
令
和
元
年
度
の
決
算
概
要
お
よ
び
令
和
２

年
度
上
半
期
（
４
月
１
日
〜
９
月　

日
）
の
状
況
で
す
。
（
６
〜
８
面
に

３０

も
掲
載
）

　
「
令
和
元
年
度
小
金
井
市
一
般
会
計
・
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書
」

（
１
部
２
千　

円
）
は
会
計
課
（
市
役
所
第
二
庁
舎
１
階
）
で
、
「
令
和

１００

元
年
度
主
要
な
施
策
の
成
果
に
関
す
る
説
明
書
・
基
金
の
運
用
状
況
に
関

す
る
調
書
」
（
１
部
千
円
）
は
、
財
政
課
で
販
売
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
決
算
書
等
は
、
図
書
館
本
館
お
よ
び
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
（
市

役
所
第
二
庁
舎
６
階
）
で
ご
覧
い
た
だ
け
る
ほ
か
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

も
公
開
し
て
い
ま
す
。

 

財
政
課
財
政
係（
市
役
所
本
庁
舎
２
階
☎　

儿　

儿
９
８
０
２
）

０４２

３８７

問

最少の経費で最大の効果最少の経費で最大の効果をを

特別会計決算状況
形式収支歳出決算額歳入決算額最終予算額補正予算額当初予算額区分

４４,０５３１０,１５９,４３２１０,２０３,４８５１０,３１７,５７１１７９,８３２１０,１３７,７３９国民健康保険

４３７,４０３１,２１６,０１８１,６５３,４２１１,６５３,７３９７１,０５９１,５８２,６８０下 水 道 事 業

６,８５０８,１９２,４９８８,１９９,３４８８,３８５,２８２△９２,３２６８,４７７,６０８介 護 保 険

２３,４１０２,６２８,５４４２,６５１,９５４２,６７４,３９７△４,４４４２,６７８,８４１後期高齢者医療

５１１,７１６２２,１９６,４９２２２,７０８,２０８２３,０３０,９８９１５４,１２１２２,８７６,８６８合 計

（単位：千円）

「「選選ばばれれるるままちち小小金金井井市市」」ををめめざざししてて「選ばれるまち小金井「選ばれるまち小金井市市」」をめざしてをめざして
令和元年度決算の概要

 　

令
和
元
年
度
は
、
歳
入
の
根
幹

と
な
る
市
税
収
入
が
納
税
義
務
者

数
の
増
等
に
よ
り
個
人
市
民
税
が

増
、
固
定
資
産
税
も
負
担
水
準
の

上
昇
等
に
よ
り
増
と
な
り
ま
し
た

が
、
地
方
消
費
税
交
付
金
等
の
税

連
動
交
付
金
が
減
と
な
り
、
引
き

続
き
財
政
調
整
基
金
の
大
幅
な
取

り
崩
し
等
に
頼
っ
た
運
営
と
な

り
、
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て

い
ま
す
。 一

般
会
計

　

予
算
規
模
は
、
当
初
予
算　

億
４３８

２
千　

万
円
に
９
回
の
補
正
予
算

５００

　

億
３
千　

万
１
千
円
を
加
え
、

２８

２９９

総
額　

億
５
千　

万
１
千
円
で
し

４６６

７９９

た
。
こ
れ
に
対
す
る
決
算
額
は
、

歳
入
総
額
が　

億
２
千　

万
９
千

４７０

５４５

円
で
前
年
度
対
比
０
・
８
％
の

減
、
歳
出
総
額
が　

億
８
千　

万

４４７

７４７

７
千
円
で
前
年
度
対
比
１
・
８
％

の
減
と
な
り
ま
し
た
。
形
式
収
支

は　

億
３
千　

万
２
千
円
で
、
東

２２

７９８

小
金
井
駅
北
口
土
地
区
画
整
理
事

業
委
託
料
等
２
件
に
よ
る
翌
年
度

へ
の
繰
越
財
源
千　

万
５
千
円
を

２８５

差
し
引
い
た
実
質
収
支
は　

億
２

２２

千　

万
７
千
円
と
な
り
、
前
年
度

５１２
か
ら
４
億
１
千　

万
３
千
円
の
増

６２

と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
実

質
収
支
比
率
は
９
・
９
％
と
な

り
、
前
年
度
か
ら
１
・
７
ポ
イ
ン

ト
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
財
政
指
標
に
つ
い
て
は
、

人
件
費
比
率
は　

・
６
％
で
、
前

１３

年
度
か
ら
０
・
１
ポ
イ
ン
ト
の
減

と
な
り
ま
し
た
。
（
図
Ａ
）

　

経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
の

　

・
４
％
か
ら　

・
６
％
に
な
り

９６

９５

ま
し
た
。
算
定
式
の
分
母
と
な
る

経
常
一
般
財
源
は
、
市
税
収
入
が

増
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
全
体
で

約
４
億
８
千
万
円
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

一
方
、
分
子
と
な
る
経
常
経
費

に
充
当
す
る
一
般
財
源
等
は
、
扶

助
費
、
物
件
費
、
繰
出
金
が
増
と

な
っ
た
こ
と
か
ら
、
全
体
で
約
２

億
９
千
万
円
の
増
と
な
り
、
０
・

８
ポ
イ
ン
ト
の
減
と
な
り
ま
し

た
。
（
図
Ｂ
）

　

現
在
、
市
は
第
４
次
基
本
構
想

の
最
終
ス
テ
ー
ジ
で
あ
り
、
新
た

な
時
代
の
年
度
ス
タ
ー
ト
と
し
て

取
り
残
さ
な
い
」
持
続
可
能
で
多

様
性
と
包
摂
性
の
あ
る
社
会
の
実

現
、
ま
ち
へ
の
誇
り
や
愛
着
を
醸

成
し
、
市
の
将
来
像
を
次
世
代
に

引
き
継
げ
る
よ
う
取
り
組
ん
で
い

く
こ
と
と
い
た
し
ま
す
。

 　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
、
下

水
道
事
業
特
別
会
計
、
介
護
保
険

特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特

別
会
計
の
４
つ
の
特
別
会
計
を
設

置
し
て
こ
れ
ら
の
経
理
を
明
確
に

し
て
い
ま
す
。
（
左
表
）

特
別
会
計

【一般財源】市税、地方交付税など、使い道が制限され
ない収入
【経常一般財源等】一般財源のうち、毎年経常的に収入
される財源、主に地方税や地方譲与税
【形式収支】歳入決算総額から歳出決算総額を単純に差
し引いた額
【経常収支比率】市税など経常的に入ってくる収入が、
義務的で固定的に支出される経費（人件費、扶助費、公
債費など）にどれだけ使われているか示したもの
【実質収支】形式収支から、翌年度へ繰り越すべき財源
を差し引いた額
【類似団体】都市の態様を決定する要素のうち、人口、
産業構造の類似した普通地方公共団体。多摩地区では、
速報値によると、武蔵野市、青梅市、昭島市、東村山市、国
分寺市、東久留米市、多摩市が本市の類似団体となります
【投資的経費】普通建設事業費（道路の新設、学校の建
設などの経費）、失業対策事業費、災害復旧事業費をい
います
【普通会計】地方財政統計上便宜的に用いられる会計区
分で、一般会計のほか、特別会計のうち地方公営事業会
計に係るもの以外の会計。他市との財政状況の比較は、
この会計の数値で行っています
【一般会計】特別会計を含まないすべての歳入、歳出を
経理する会計
【地方財政状況調査】地方自治法等の規定に基づき、総
務省が毎年定期的に行う全国統一基準の普通会計決算の
数値を用いた統計調査。地方財政を分析・検討する基礎
となります

【用語説明】

も
、
市
政
の
最
優
先
課
題
で
あ
る

可
燃
ご
み
の
処
理
に
つ
い
て
は
４

月
本
格
稼
働
、
駅
周
辺
の
ま
ち
づ

く
り
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
武
蔵

小
金
井
駅
南
口
第
２
地
区
第
一
種

市
街
地
再
開
発
事
業
の
工
事
が
着

々
と
進
み
、
５
月
に
竣
工
し
ま
し

た
。
そ
し
て
、
新
た
な
時
代
を
第

５
次
基
本
構
想
・
前
期
基
本
計
画

と
し
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
市
民
参
加

等
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。し
か
し
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に

つ
い
て
は
、
Ｗ
Ｈ
Ｏ
に
よ
り
パ
ン

デ
ミ
ッ
ク
（
世
界
的
な
流
行
）
が

表
明
さ
れ
、
市
と
し
て
も
「
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症　

小
金

井
市
緊
急
対
応
方
針
」に
基
づ
き
、

い
の
ち
・
く
ら
し
・
地
域
を
守

り
、
そ
の
た
め
の
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
基
盤
を
守
る
取
り
組
み
を
進
め

て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る

社
会
・
経
済
の
状
況
を
見
据
え
、

あ
る
べ
き
理
念
と
し
て
「
誰
一
人


